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（1）
われわれが受けとる賃金は名目賃金であり，この名目賃金だけによったのではわれわれの真の生活
水準が向上したか否かを知ることは出来ない。このことを知るためには，われわれは，実質賃金を算
定してみる必要がある。ところで，この実質賃金は名目賃金を消費者物価指数で除することによって
得られる。従って，名目賃金が2倍になっても消費者物価指数が3倍になれば，われわれの真の生活
水準はむしろ低下するし，名目賃金が3倍になってはじめて以前と同じ生活水準を維持してゆくこと
が出来，それ以上の生活水準を得るためには，われわれの名目賃金は消費者物価指数の上向以上の額
を手にしなければならない。逆に言えば，たとえ名目賃金が増加しなくても消費者物価指数が低下す
れば従前以上の生活水準を得ることが出来るわけである。このように，われわれの生活にとって重要
な指数は，それが構成する品目の指数とどのような関連があるかをみることがここでの主眼である。
ここでは，昭和22年から40年までの19力年間のデーター（日本銀行統計局発行「本邦主要経済統計」）をも
とにして論及してゆくことにしよう。
　これに先立ち，総合指数（一般消費者物価指数）並びに品目別消費者指数の推移を瞥見することにす
る・　　　　　　　　　第俵消費者物価指数（全都市）（，召和35年平均一1。。）
先ず総合指数を見ることにしよう。
この指数は，過去19力年間上昇の一途
をたどっている傾向が見られる。とり
わけ昭和22年から23年にかけての上昇
の幅は広く24，9％を示し，続いての23
年から24年にかけての17．6％の上昇と
あわせて22年から24年にかけては，実
に425％と，2倍に近い上昇となって
し’る。24年から25年にかけては＿5％
と僅かながら下落を示しているもの
の，翌年には11．1％の上昇となってあ
らおれている。その後は上昇の速度は
低下の傾向を示したものの，最近それ
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とは反対の傾向が見られるようになってきた。
　食料費指数についてみると22年から23年にかけては25・5％と，総合指数以上の上昇率を示している
が，それ以降34年までの上昇の速度は総合指数のそれよりやや低下の傾向を示してきたが・35年以降
は総合指数を上回る速度となってあらわれている。そして，19力年の集計の結果では総合指数の上昇
の幅より僅かながら劣っている。
　住居費指数は今迄述べた2つの指数と比較し，急速な上昇はみられないと同時に下降の年もみられ
ないので，この19力年間の集計では僅かながら前の2つの指数の上昇を上回る結果となっている。
　光熱費の指数は，28年まではこの指数としては上昇の幅は比較的大きかったが，その後は2，3の
高い上昇率を示す年がみられるものの比較的低下し，集計では88．9と前の3つの指数に比較して，上
昇の幅は一番・少い。
　上昇率と下降率が共に一番高いのは被服費の指数である。すなわち，22年から23年にかけては42．2
と，そして翌年にかけては32．2％と，22年から24年にかけて上昇の幅は実tru4．　4％という驚ろくべき
結果となっているにもかかわらず，続く24年から25年にかけτは25．8％の低下を示しながら翌年にか
けては26．6％の上昇，続いて再び17．9％の下落と，27年までは，この指数の変動はいかに激しかった
かを物語っている。その後34年までは下降の年が多く，35年以降上昇をたどっているが，その幅は比
較的小さい。既に述べたように，この品目の上昇の幅は非常に大きいと下降のそれも大きいので19力
年間の集計では前の光熱費指数のそれを下回る結果となっており，その幅は最初の2力年間の上昇の
幅とほぼ一致する。
　住居費指数と同様，この19力年間に一度の下降の年がみられないのは雑費の指数である。22年から
23年にかけての20．8％の上昇を頂点として，32年までは上昇の幅は低下の傾向を示してきたが，それ
以降は上昇の傾向に転じている。住居費指数を除く他の指数に比較して最大の上昇の幅は小さいが，
最大の下降の幅も小さいので，過去19力年間の集計では前の5つのそれと比較して最大となってい
る。
（H）
　つぎに総合指数とこれら5種の指数との間の相関問題に進むことにする。これらは時系列に属する
ことはいうまでもない。従って，この問題に触れるには時系列の相関関係に用いられる技術を必要と
する。勿論この技術は他の種の資料のそれと殆んど同じであるが，
　（1）時間的に連続している各々の数値は，それに先立つ数値に少なからざる影響を受けている・
　（2）更に，時系列の変化は，赴勢，季節変動，循環変動および不規則変動とから構成され，しか
　　も，これらの変動要素の組合せはそれぞれの系列によって異なっている。
という時系列に内在する固有な特性を無視して他の種の資料の相関分析の方法で処理することは当を
得ていない。
』さて，時系列の相関分析の1つの方法として階差相関法（variat，　differenc，　correlati・n）と呼ぽれる
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方法がある・・れは・比較さ泌時系タ儲・trc対し・それぞれの卿値の直ぐ前の卿こ対する各階
段の叢すなわち階差（succesive　dif正erence）を求め，この階差の系列に対して相関係数を求めるもの
　　　　　　　　　第2表i階差相関法による相関　　　　　　　　である・第1階差を用い
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1・・中・3・・1　1，459・・9　i　1・627・93［1・468・・31
　　　　　　1，468．03×】8－】05．1×103．9
　　　　一・〆（】8x】，459．09－105．12）　（18×1，627．93－103．92）＝0．92
れば1次式で示される趨
勢による影響を，また第
2階差を用いれぽ2次式
で示される趨勢による影
響をある程度除去する効
果を持っている。
　第2表は，第1階差を
用いて総合指数と他の品
目の指数，とりわけその
一例として食料費指数と
の相関係数を算出する手
順を示している。この表
のX系列，Y系列はそれ
ぞれ総合指数，食料i費指
数であり，第（3）欄はX系
列の階差であり，また第
4欄はY系列のそれである。
　　　　　　　　　　NΣ4x・4y－（Σ4x）（Σdy）　いま　r＝　　　　　　～／｛NΣ（Ax）2－（ΣAx）2｝｛NΣ（Ay）2－（Σdy）2｝
にそれぞれの値を代入すると総合指数と食料費指数との相関係数を手にすることが出来る。
総合指数と，これを構成する品目の指数との相関係数は次の如くである。
総合指数と食料費指数との相関係数。r＝0．92
総合指数と住居費指数との相関係数。r＝0．89
総合指数と光熱費指数との相関係数。r＝0．70
総合指数と被服費指数との相関係数。r＝0．90
総合指数と雑費の指数との相関係数。r；0．91
　これらの係数のうち一番大きいのは食料費指数との相関であるが，これは，総合指数を作成するに
あたってこの品目に大きなウェートがおかれているためであろう。一番小さい係数である光熱費指数
との相関係数を除けぽ，他の係数には左程の差異はみられない。
　ところで，相関係数によって示される系列間の関連度に関して，H・Eガレット氏は・初心者のた
めの、般的手引として（H．E．　Garrett，　Elementa「y　statistics’P’116）
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rが0．00～土0．20のとき
　土0．20～土0．40のとき
　土0．40～土0．70のとき
　土0．70～土1．　00のとき
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の4つの段階に区分しているのに，
Sluckin，　Statistics　for　the　Social　Science．　P
rが0．20以下のとき
　0．20～0．40のとき
　0．40～0．70のとき
　0．70～0．90のとき
　0．90～1．00のとき
相関は非常に低い，あるいは無視出来うる
相関は低い，相関はあるが些細
相関はかなりある，あるいは著るしい相関
高い相関から非常に高い相関
　　T．G．コノリー，　W．スラッキン両氏は（T．　G．　Connolly＆W．
　　　　　132）
の5つの段階に区分しているが，
見られないので，後者の基準にたって解釈すると総合指数と食料費指数，被服費指数，雑費の指数と
の相関は非常に高い，すなわち非常に高い関係があるといわれることになり，総合指数と住居費指数
及び光熱費指数との間には高い相関，すなわち著るしい関係があるといわれることになる。
　ここで述べた階差相関法は，絶対的な階差によるものであるが，これよりむしろ直く・前の年の百分
率に対する相関係数を求めることの方が一層すぐれてし〉るといわれ，更に，直ぐ前の年の百分率を用
いるかわりに，原系列の，その趨勢値に対する百分率についての相関係数を求めることの方が，より
一層論理的な係数を求めることが出来るといわれているので，直ぐ後で論及することとする。
些細な相関：無視しうる程小さい関係
低い相関：明確ではあるが小さい関係
普通の相関：かなりの相関
高い相関：著るしい関係
非常に高い相関；非常に強い関係
　　　どちらの基準にたって系列間の関連度を解釈しようと差異は殆んど
（皿）
　通常，時系列の相関関係を調べる場合には，循環変化の比較にその関心をもっているから，相関関
係を調べる前に2つの系列から趨勢や季節変動を除去し，循環変動部分だけを摘出してこの2っの循
環変動の系列に対して相関係数を算出する必要がある。第3表は，5つの品目のうち，その一例とし
て，食料費指数と総合指数との相関係数の算出手順を示めすためのものである。第1欄は総合指数で
あり，第2欄は，第1欄の数値に対して二次拗物線をあてはめて趨勢線の方程式
　　　X’；94．31十4．13t－0．09t2
（但し，昭和31年を原点とし，1年をt＝2として計算する）を得年々の趨勢値を計算して記入しtaもの
であり，第3欄は第1欄と第2欄との差である。また第4欄は食料費指数であり，第5欄は，第4欄
の数値に対して2次拡物線をあてはめて趨勢値の方程式
　　　Y’1＝95．05十3．93t－0．009t2
（但し，昭和31年を原点とし，1年をt＝2として計算する）を得，年々の趨勢値を計算したものであり，
第6欄は第4と第5欄との差である。
　いま相関係数の公式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一152一
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第　3　表
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を用いると
　　r＝O．9956
を手にする。
食料費指数と同様に住居費指数には，2次拗物線をあてはめて趨勢値の方程式
　　Y2’＝　84．　O十5．32t－0．095t2
光熱費指数に対しては
　　Y，’　＝＝　93．9十4．11t－O．34t2
被服費指数に対しては
　　Y，’＝　106．4十1．32t－O．072t2
雑費の指数に対しては
　　Y，’＝90．8＋5．35t－0．17t2
（但し・すべて，昭和31年を原点とし，1年をt＝2として計算する）を得て趨勢値を計算し，総合指数と
これらの品目との相関係数を算出すると，次のようになる。
総合指数と食料費指数との相関係数。，＝、O．・9956
総合指数と住居費指数との相関係数。r＝0，88
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　総合指数と光熱費指数との相関係数。r＝0．84
　総合指数と被服費指数との相関係数。r二〇．90
　総合指数と雑費の指数との相関係数。r＝0．97
　これらの結果を，階差相関法によって得た結を比較すると，おおむね一層緊密な関係を示めしてし、
る。
　つぎに，既に述べたように，階差相関法によるよりも，原系列の，その趨勢値に対する百分率にっ
いての相関係数を求めることの方が一層論理的な係数を求めることが出来るといわれているので，こ
こでは・前の計算で最小の係数しかえられなかった総合指数と光熱費指数との相関係数を，この方法
で算出してみることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　4　表
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　第4表の第1欄と第4欄は，それぞれ総合指数と光熱費指数であり，第2欄と第5欄とは第1欄と
第4欄とに2次拗物線をあてはめて得た趨勢値であり，また第3欄は第1欄の第2欄に対する百分
率たとえば・召和22年の第・欄の廊ll：1・1・…よ・て得られたものであ・．第・欄は第・欄・
同・・う・・第・欄・第・欄の百分率であ・・第・表の鞭公式・マ。きx海・・代入すると
r＝99．5を手にする。この係数を直ぐ前の方法で算出した係数r＝O．　84および階差相関法によつて
得た係数r＝α70と比較すると，はるかに高い相関係数を手にしたことがわかる。ちなみに，aP
ックストンとカゥデン両氏によれば，同一の資料を用いて，階差相関法よっては一〇．64という相関
係数を得たのに対し，この方法では一〇・・79という，より高い相関係数を手にしたことを述べていb
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（F．E．　C・・xt・n・nd　D・J・C・wd・n・ApPli・d　g・nera1・t・ti・tics・N・w・Y・・k・　1953・P・　790）・
　ac　1図は総合指数と光熱費指数との関係を，
原系列の趨勢値に対する百分率であらわした数
値（第4表第3欄と第6欄）を図示したもので
あるが，これは・原系列を図示した第2図のう
ち，総合指数と光熱費指数とを図示したものよ
りも，2系列の循環変動間の関係を一層明らか
にし，両曲線の重なり方が一層よくなっている
ことがわかる0
　2系列の循環変動間の関係を明らかにする他
の方法は，各循環変動系列をその標準偏差で割
った値を使用することである。第5表の第1欄
は第3表の第3欄，すなわち，原系列と，原系
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　　　I
列に2次拗物線をあてはめて得た趨勢値との差であり，第3欄第5欄，第7欄，第9欄および第11
晦同様に，それぞれ縣列と繍値との差である。また涕2欄聯咽の標準偏差で蜘欄を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一155一
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割って得られ，第4欄，第6欄，第8欄，第10
欄および第12欄は，それぞれ第3欄の標準偏差
で第3欄を，第5欄の標準偏差で第5欄を，第
7欄の標準偏差で第7欄を，第9欄の標準偏差
で第9欄を，また第11欄の標準偏差で第11欄を
割って得た値である。原系列（ag　i表）を図示
した第2図と，このように，循環変動をその標
準偏差で割った値を図示した第3図（A～E）
とを比較したとき，総合指数曲線と他の品目の
指数曲線との重りの程度は，後者の方が一層よ
くなっていることがわかる。
（IV）
　相関係数は2つあるいはそれ以上の異なる統
計系列間の相関関係の程度を測定するものであ
るが，その使用に際しては，特に注意を必要と
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する。すなわち・仮令2つの系列間に相関係数が得られたとしても・それをもって直ちに・2つの系
列間に相互的関連がある証拠にはならないし・いわんや・高い相関係数が得られたからといって，2
っの系列間に因果関係があるとの結論を導いてはならない。勿論，相関関係の計算が困果関係の発見
への有力な手引となることには疑問はないがその決定の段階においては，統計の知識以外に，それに
関連のある多くの科学の知識を必要とする。
　ところで，経済現象における相関関係は．複雑な困果関係の交錯せる間に成立せる関係的構造の表
現である。それから二現象問の単純な因果関係の撃りの強度を判断することは極めて危険の多いこと
でなければならない（森田優三著「統計学汎論」363頁）。0以外のしかも統計的に有意であるところの一
切の係数はある程度の関連度を示めすが，関連度は係数の大きさには比例していない。例えば，ある
2っの系列間の相関係数が0．9であり，他の2つの系列間の相関係数が0．91である場合，前者の関連
より後老の関連の方が一層強度であると判定することは出来ないし，またある2つの系列間の係数が
他の2つの係数の2倍の大きさのものであるからといって，ある2つの系列間の関連度は，正確に他
の2つの系列間の関連度の2倍であるということも意味しない。
経済時系列の相関関係について．注意しなければならないつぎの点は，時系列間の相関係数の算出
は，一般の場合のそれに比較して一層多く恣意的な要素を含んでいるということである。1つは如何
なる趨勢線を選び如何なる方法によるかの選択であり，他の1つは階差相関法によるか，あるいは趨
勢値からの絶対的偏差を比較する方法あるいはそれに類する方法によるかの選択である。これらの選
択の如何によって算出される係数の大きさは勿論異なる。
さて，総合指数と他の品目の指数との間の相関関係の程度は如何程であるかを算出したが，衆知の
如く，総合指数は食料費，住居費，光熱費，被服費，雑費等から算出されるものであり，従って，総
合指数とこれからの品目の指数との問には，多少の強度の差はあれ，すべて正（プラス）の関係，更
に進んで両者の間に因果の関係のあることが推定される。一般に2つの現象間に因果関係があれば，
原因となる現象の結果は必ず結果である現象の変化を必然的に伴うから，その場合，2つの系列間の
相関関係は高い結果をあらわすことになる。従って，総合指数と他のどの品目の指数との間の相関係
数も高くなることは予め推定されるし，事実算定の結果もまた高くなってあらわれている。
多くの場合，1つの時系列における変化が他の時系列に先立って変化するか否かを測定すること
it’きわめて重要な問題である。その場合，われわれは，いずれの系列が他の系列に先立つかを決定
し便に，先立つ系列の轍点と他の系　ゆそれとの間に姻確の間隔があるかを測定する腰があ
る。これには，一定の時点における1つの系列の値とオクレの期間だけ後の時点における他の系列の
値とを比較する腰がある．然し変蜘・純纏醐的である場合には，われわれは，い臓の系列力・
先立っ系列で励，またいずれて系列齢くれている系列であるか雄定する。と1／よ，統計的知識。
曝けでは不可能である場舗多L・．。の、うなときには，それに関勘ある他の科学の知鋤必
匙する。
Lのような時差（time　lag）の点で，総合指数と他の品目の指数との間の関係をみることにしよう。
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既に述べた如く・総合指数はこれらの品目から構成されたものである・従って・ある品目の価格と他
の品目の価格との間に多少のズレがあったとしても・そのズレは総合の過程において平均化され些細
なものになってしまうことが想像される。従って，総合指数と，他の品目のそれぞれの指数との間に
は・多少のズレがあったとしても些細なものに過ぎないことが推定されるし・これらの相関係数の大
きさや第2図，および第3図をみてもこのことがうなつかれる。
　なお・社会現象は無限に複雑なものである。従って，その中から1つの要因だけをとりだし，それ
との相関関係を計算したとしても，それは2つの系列間だけの関係を示めすわけではなく，依然とし
てそれ以外の多くの要因の影響が混入している。それ故，このような場合には，これらの多くの要因
を考慮に入れつつ，そのうちの調査の対象とするべき1つの要因をとりだして，それとの関係をみな
ければならない。総合指数が食料費をはじめ多くの品目から構成されている以上，総合指数とそれ
ぞれの品目の指数との相関関係をみるに際しては，この方法すなわち多元相関（multiple　correlation）
に頼らざるを得ない。然しこの方法はその計算が煩雑なために，ここではあえて単純相関（simple
correlation）の方法をとったのである。
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